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東京大学―1頁 

２．大学の将来構想 

大学の基本構造は、次世代に継続してゆくべき新し

い学問体系を包摂する学問論と、たゆまぬ自己組織的

なアクティビティを不可欠とするものである。こうし

た見地から、東京大学は、一方で急速に高度化し細分

化しつつある既存学問と、他方で新たに生まれようと

する学問との不均衡性から脱却するために、不断の努

力をしてきた。こうした状況下にあって、２１世紀Ｃ

ＯＥ各拠点採択時の本学の将来構想は、「研究水準の

さらなる向上」、「高度な人材養成」および「国際交

流」であった。 

まず第１の「研究水準のさらなる向上」について述

べる。米国トムソン社のScience Citation Index 

Expanded データベースを使用して、1980年から2003

年までの間に発表された科学関連論文数を大学別に調

べ、発表論文数の多い順に並べたところ、東京大学は

ハーバード大学についで世界第２位であった。また、

発表論文数の年次変化や、被引用数が多い質の高い論

文数によるランキングを見ても、東京大学の理系分野

の研究のアクティビティは既に世界最高水準にあった。 

したがって、本学が世界最高水準の大学づくりを目

指す戦略は、きわめて高い水準の研究アクティビティ

を支えてきた仕組みを補強する一方、さらに飛躍的に

伸ばす新しい仕掛けを工夫するものになった。それま

での研究アクティビティは、基本的には個々の研究者

の努力の総和として達成されてきたが、これに加えて、

個々の研究者ないし研究者のグループのアクティビテ

ィを大学全体で有機的に束ねて、「個の努力に加え、

大学全体としての集団的努力」を行なう方向を目指し

た。 

 第２の「高度な人材養成」については、本学の教育

は、高度の専門性を有すると同時に幅広い視野を持つ

人材の養成を目指しており、平成13年度には、2,482

名の修士課程修了者と、954名の博士課程修了者を出し

た。本拠点形成プログラムでは、博士課程に在学して

いる大学院生を外国の教育研究機関に短期派遣するな

どして、国際的リーダーの育成に力を入れることを計

画した。 

 また、情報発信基地としてのリエゾンオフィスを米

国、欧州に置き、この数をさらに増やすことを計画す

ると共に、アジアのトップの学生を本学にひきつける

ことに努力することとした。 

 第３の「国際交流」については、申請時には、本学

と大学間協定、部局協定を結んでいる機関は、40か国

173機関であった。特に、1996年からは、東京大学、MIT、

スイス連邦工科大学の3大学が、AGS（Alliance for 

Global Sustainability）を形成し、毎年一度の総会に

は毎回3学長も参加して、人間地球圏存続のための多様

な研究プロジェクトを推進していた。本プロジェクト

においても、これらの国際交流ならびに国際拠点形成

の実績を最大限に生かすことを目指した。 

  

上記のような将来構想を実現するため、学長を中心

としたマネジメント体制として、まずプロジェクト推

進のため、研究条件の変化に対する機動性、柔軟性や、

プロジェクトの進捗状況把握、そしてとりわけ、大学

全体としての個々のプロジェクトが孤立・独善に陥ら

ないようにするため、研究ネットワーク拠点のための

運営主体が必要だと考えた。 

 そのため、学長のもとにプロジェクトの研究教育活

動を支援し、評価する役割を持った「２１世紀ＣＯＥ

プログラム推進委員会」、および具体的な支援とネッ

トワークの要となる役割を果たす「ＣＯＥプログラム

推進室」を設置した。前者は、学長の強靭なリーダー

シップによる機動的なアドバイス機構としての役割を、

また後者は運営委員会の実施機関としての役割や、

個々のプロジェクト相互間の研究教育の合理的な推進

を可能にするサポートを担う。 

 施設・スペースについては、本拠点形成プログラム

で必要になるグループに対しては、駒場オープンラボ

ラトリーや、柏キャンパスに当時建設中の総合研究棟

の中の共用スペースを優先的に貸し出す予定とした。 

 国際交流に関しては、本プログラムは国際的な拠点

形成を目指しているので、プログラムの発足と同時に、

それまで以上に諸外国の研究者の来訪、滞在が活発に

なると予想され、また留学生にとってより快適で魅力

的な大学にする必要があるため、全学的な国際交流セ

ンターの設置に努力することとした。 

 

 



 

 
様式１ 

      【公表用】  
 

東京大学―2頁 

３．達成状況及び今後の展望    

（１）達成状況 

 ①大学の将来構想 

２１世紀ＣＯＥ拠点の採択時の大学将来構想は、こ

れら拠点を核にした「研究水準のさらなる向上」、「高

度な人材養成」、および「国際交流」の実現であった。

５年間にわたる２１世紀ＣＯＥ拠点形成事業で、優れ

た研究成果が目に見える形で出るようになってきてお

り、世界最先端の研究教育拠点形成という本来の目的

にかなった活動を展開してきたと言える。国際競争力

のある拠点としての地位を確立しつつあるのである。

とりわけ東京大学が推し進めようとしている分野横断

的・融合的な視点に立った新しい研究領域という点に

おいては、個々の研究者の特定研究課題に配分される

他の競争的資金では得ることのできない成果を収める

ことができた。新しいカリキュラム、コース、センタ

ーなどの立ち上げに至った拠点も少なくない。 

本学の研究水準は、２１世紀ＣＯＥプログラムの支

援を受けてさらに向上している。自然科学関連の発表

論文は質・量ともに世界トップクラスであり、また、

社会科学分野では、世界の著名な研究者が拠点に集っ

てシンポジウムやワークショップに参加するなど、研

究教育の幅が大きく広がるとともに、今までになかっ

た形の出版成果なども生まれた。 

２１世紀ＣＯＥの拠点は国際化を目指しているた

め、プログラム発足と同時に大学院生など若手研究者

の短期海外派遣、諸外国の研究者の来訪、滞在がきわ

めて活発になった。本部としてこの活動を積極的に支

援してきた。例えば、平成19年5月現在で、本学と国際

的な大学間協定、部局協定を結んでいる機関は47か国

277機関に及び、国際拠点の形成に有効に利用されてい

る。また、現在99か国から2,372名に及ぶ留学生（うち

大学院学生は1,687名）を受け入れているが、申請時に

比し国数、留学生数とも1割強増えたことになる。欧米

からの留学生は281名であるが、情報発信基地として北

京(2005年)およびインド(2007年)に設置したリエゾン

オフィスは、欧米やオセアニアのみならず、アジアか

らも世界のトップクラスの頭脳を本学に引きつけるの

に役立っている。 

高度な人材養成に関しては、本学の教員による専門

性の高い教育に加えて、リトリート・専門英語教育な

ど本補助金の特性を生かした教育方法の工夫により、

幅広い視野を持つ人材の養成が行われた。多くの拠点

では、世界的な研究者の招聘、海外のトップクラスの

大学への若手研究者の派遣などを通じて、新しい時代

を担う研究者育成に実を上げつつある。特任研究員な

どの形で各拠点に集まった多くの若手が研究者として

の活躍の第一歩を踏み出す場を得たのみならず、少な

からぬ人が質の高い国際誌への論文掲載を実現したり

著名な賞を受けるなど目覚しい業績を上げている。 

  

②学長を中心としたマネジメント体制 

マネジメント面では、当初の計画どおり、２１世紀

ＣＯＥプログラム推進委員会およびＣＯＥプログラム

推進室を設けた。同室には専任の教授を配置しており、

事務改善、広報など、拠点のサポートを強力に行なっ

ている。広報の例として、ＣＯＥの成果を社会に向け

て発信する目的で、全ての拠点を紹介した統合的ウェ

ブサイトを作成し、『東京大学２１世紀ＣＯＥ－未来

へ続く「知」がここにある』（東京大学監修。日経Ｂ

Ｐ社）を出版したことが挙げられる。また、施設、ス

ペースについては、共用スペースを優先的に貸し出す

などして拠点形成を支援した。 

国際交流については特に力を入れており、国際連携

本部を設け、留学生や研究者の来訪、滞在や、海外大

学との連携を積極的に支援し、効果をあげた。これら

の大学としてのマネジメント面での支援により、高水

準の研究教育活動とそれによる拠点形成を下支えした。 

 

（２）今後の展望 

多くの拠点は、グローバルＣＯＥへ発展させるべく

単体あるいは複数の拠点が融合した形で応募した。大

学院入学者の経歴の多様化、修了生のキャリアパスの

多様化を目指し、キャリアサポート室を立ち上げた。

また、間接経費などを利用した本学独自のＲＡ制度を

創設したが、大学院生への経済的支援をさらに発展さ

せることを検討していく。それに耐えうるよう大学院

教育を格段に充実させる計画であるのはもちろん、世

界の公共性に奉仕するグローバルな人材養成を目指し、

海外の研究者との交流や、大学院生の派遣・受入れを

抜本的に飛躍させる。特にグローバルＣＯＥの趣旨に

添い、各拠点の国際化を今まで以上に本部として強力

に支援する予定である。 

残念ながらグローバルＣＯＥの採択に結びつかな

かった拠点については、上述の本学版ＲＡ制度に加え

て、大学院教育改革支援プログラム等への申請を支援

するなどして、世界拠点としての研究教育活動を継続

できるようにしていく予定である。                                                                        


